
事業年報概要

 
１．総括

 
令和４年度の医療保険制度の状況を、全国健康保

険協会を中心に概観する。

加入者数

令和４年度末現在の医療保障適用状況をみたもの

が、第 表である。加入者数は、全国健康保険協会

（以下、「協会けんぽ」と略す。）が 万人、総

人口の ％、組合管掌健康保険（以下、「組合健

保」と略す。）が 万 千人、同 ％、国民

健康保険（以下、「国保」と略す。）が 万 千

人、同 ％であり、この 制度で大半を占めてい

る。また、全国健康保険協会（法第 条第 項被保

険者）（以下、「法第 条第 項」と略す。）は 万

千人、船員保険は 万 千人である。

制度別に加入者数の推移をみたものが、第 表で

ある。平成 年度以降の伸び率を見ると、協会けん

ぽは令和元年度まで増加していたが、令和２年度以

降減少している。組合健保は平成 年度までは減少

していたが、平成 年度は横ばい、平成 年度は

短時間労働者の適用拡大が行われた影響で増加し、

平成 年度以降も引き続き増加となっていたが、令

和元年度以降減少している。国保は平成 年度以降

一貫して減少している。

被保険者数

被用者保険における制度別の被保険者数の推移を

みたものが、第 表である。協会けんぽは、平成

年度以降令和３年度まで増加、令和４年度は、令和

４年 月の共済組合員資格の適用要件の拡大（共済

組合法の改正）に伴い、業態が公務である非常勤職

員等が共済組合員となった影響により減少している。

組合健保は、平成 年度以降は増加していたが、令

和元年度は減少し、令和２年度で増加に転じ、令和

３年度はほぼ横ばい、令和４年度は増加している。

共済組合は、平成 年度は減少し、平成 年度は

横ばい、平成 年度以降は増加傾向になっている。

対前年度伸び率の過去 年間の平均は、協会けんぽ

は ％の増加、組合健保は ％の増加となってい

る。

第 表 医療保障適用人口（令和４年度末）

千人 千人 千人 ％

総 人 口 ・ ・
協 会 け ん ぽ
法 第 ３ 条 第 ２ 項
組 合 健 保
船 員 保 険
共 済 組 合
国 保 ・
後 期 高 齢 者 医 療 ・
生 活 保 護 法 適 用 者 ・ ・

注1. 総人口は人口推計月報（総務省統計局）令和５年４月１日現在（確定値）による。

　2. 生活保護法適用者は、「被保護者調査（令和５年３月分）」（厚生労働省社会・援護局保護課）による。

　3. 組合健保、船員保険、国保、後期高齢者医療は、速報値である。

　4. 共済組合は、令和３年度末の数値である。

構成比計被扶養者被保険者
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構成比計被扶養者被保険者

第 表 制度別加入者数の推移（年度末）と対前年度伸び率

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

千人 千人 千人 千人 千人 千人 千人

平成24

令和元

－ 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成25 △ 3.6 △ 0.3 △ 1.8 △ 1.0 △ 2.0
△ 0.5 △ 1.6 △ 0.9 △ 2.7

△ 1.1 △ 0.7 △ 3.5
△ 1.3 △ 0.9 △ 5.0

△ 13.6 △ 1.0 △ 0.6 △ 4.4
△ 2.0 △ 1.2 △ 0.8 △ 3.9

令和元 △ 2.4 △ 1.5 △ 0.4 △ 3.1
△ 0.4 △ 4.5 △ 0.5 △ 1.7 △ 1.4
△ 0.1 △ 1.0 △ 2.2 △ 3.0
△ 2.0 △ 0.6 △ 2.1 － △ 4.6

10年平均 △ 1.4 △ 0.4 △ 1.5 － △ 3.4

注. 令和４年度の組合健保、船員保険、国保、後期高齢者医療は、速報値である。

第 表 被用者保険における制度別被保険者数の推移（年度末）と対前年度伸び率

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 被用者保険計

千人 千人 千人 千人 千人 千人

平成24

令和元

－ － 

％ ％ ％ ％ ％ ％

平成25 △ 4.4 △ 0.6 △ 0.2
△ 0.2

△ 11.3
△ 1.7

令和元 △ 2.2 △ 0.2
△ 4.6 △ 0.8

△ 0.0 △ 1.3
△ 1.1 △ 0.2 － －

10年平均 △ 1.0 △ 0.2 － －

注. 令和４年度の組合健保、船員保険は、速報値である。



標準報酬月額の平均

制度別に標準報酬月額の平均の推移をみたものが、

第 表である。令和４度末の協会けんぽは 万 千

円、組合健保は 万 千円であり、前年度と比較す

ると、協会けんぽは令和４年 月の共済組合法の改

正の影響により、 ％増加、組合健保は ％増加

している。また、法第 条第 項は 万 千円（平

均標準賃金日額）となっている。

第 図は、協会けんぽと組合健保の標準報酬月額

の平均の対前年度伸び率の推移をグラフでみたもの

である。協会けんぽと組合健保を比べると、平成

年度と平成 年度は同程度の伸びとなり、平成

年度以降は協会けんぽの方が高めに推移していたが、

令和元年度は組合健保の方が高く、令和２年度以降

は再び協会けんぽの方が高めに推移している。

第 図 標準報酬月額の平均の対前年度伸び率の推移（年度末）

平成 令和元 年

協会けんぽ 組合健保

（％）

第 表 制度別標準報酬月額の平均（年度末）と対前年度伸び率

年度 協会けんぽ
法第3条第2項

（日額） 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

円 円 円 円 円 千円 千円

平成24

令和元

－ － 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成25 △ 0.2 △ 2.4 △ 1.2

△ 3.3 △ 3.1
△ 0.1 △ 0.6

△ 0.4 △ 1.9

令和元 △ 1.1 △ 2.3
△ 0.9 △ 1.5 △ 2.4

－ －
10年平均 － －

注1. 国保と後期高齢者医療は「旧ただし書方式による前年所得（基礎控除前）」であり、国保は１世帯当たり、

　　 後期高齢者医療は被保険者１人当たりの額である。

  2. 令和４年度の組合健保、船員保険は、速報値である。
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第 表 制度別標準報酬月額の平均（年度末）と対前年度伸び率

年度 協会けんぽ
法第3条第2項

（日額） 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

円 円 円 円 円 千円 千円

平成24

令和元

－ － 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成25 △ 0.2 △ 2.4 △ 1.2

△ 3.3 △ 3.1
△ 0.1 △ 0.6

△ 0.4 △ 1.9

令和元 △ 1.1 △ 2.3
△ 0.9 △ 1.5 △ 2.4

－ －
10年平均 － －

注1. 国保と後期高齢者医療は「旧ただし書方式による前年所得（基礎控除前）」であり、国保は１世帯当たり、

　　 後期高齢者医療は被保険者１人当たりの額である。

  2. 令和４年度の組合健保、船員保険は、速報値である。

 医療費及び加入者 人当たり医療費

制度別に医療費の推移をみたものが、第 表であ

る。協会けんぽ、組合健保、後期高齢者医療は、平

成 年度以降増加していたが、令和２年度は減少

し、令和３年度で再び増加に転じた。国保は、平成

年度までは増加していたが、平成 年度以降減

少し、令和３年度は増加、令和４年度は減少してい

る。

制度別の加入者 人当たり医療費の推移をみた

ものが、第 表である。令和４年度の協会けんぽは

万 千円、組合健保は 万 千円であり、前年

度と比較すると、協会けんぽは ％増加、組合健

保は ％増加している。

第 図は、協会けんぽと組合健保の加入者 人当

たり医療費の対前年度伸び率の推移をグラフでみ

たものである。協会けんぽと組合健保を比べると、

令和２年度は協会けんぽの方が高く、令和３年度以

降は組合健保の方が高い。過去 年間の年度平均

伸び率は、協会けんぽは ％の増加、組合健保は

％の増加となっている。

第 表 制度別医療費の推移（ 月～翌年 月）と対前年度伸び率

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療 計

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

平成24

令和元

－ － － － － 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成25 △ 1.5 △ 0.3
△ 0.4

△ 10.8 △ 1.6 △ 4.4 △ 0.5
△ 37.5 △ 0.6 △ 2.3
△ 15.4 △ 2.7 △ 0.1 △ 2.8

令和元 △ 3.5 △ 0.7
△ 3.0 △ 20.9 △ 5.1 △ 4.8 △ 4.0 △ 3.9 △ 2.6 △ 3.3

△ 0.6
△ 1.8 △ 0.2 － △ 1.1 － －

10年平均 △ 9.1 △ 0.3 － △ 0.9 － －

　注.令和４年度の組合健保、船員保険、国保は、速報値である。



２．協会けんぽ（一般被保険者） 
適用状況

協会けんぽ（法第 条第 項を除く）の適用状況

の推移をみたものが、第 表である。令和４年度末

の被保険者数は 万人（前年度末より 万

千人、 ％減）、被扶養者数は 万人（同 万

千人、 ％減）であり、扶養率は

（同 ポイント減）である。

被保険者数を男女別にみると、男子は 万

千人、女子は 万 千人であり、前年度末に比

べると男子は ％減、女子は ％減となってい

る。被保険者のうち女子の占める割合は ％で

ある。

第 図 加入者 人当たり医療費の対前年度伸び率の推移

平成 令和元 年

協会けんぽ 組合健保

（％）

第 表 制度別加入者 人当たり医療費の推移（ 月～翌年 月）と対前年度伸び率

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

円 円 円 円 円 円 円

平成24

令和元

－ － 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成25
△ 0.2
△ 0.8

△ 11.8 △ 0.1 △ 0.3 △ 0.1 △ 2.0
△ 31.3
△ 10.0 △ 1.4 △ 0.4

令和元 △ 4.3
△ 2.8 △ 18.3 △ 4.8 △ 3.1 △ 5.5 △ 1.7 △ 3.5

△ 1.2
△ 3.2 － －

10年平均 △ 7.9 － －

　注.令和４年度の組合健保、船員保険、国保は、速報値である。



２．協会けんぽ（一般被保険者） 
適用状況

協会けんぽ（法第 条第 項を除く）の適用状況

の推移をみたものが、第 表である。令和４年度末

の被保険者数は 万人（前年度末より 万

千人、 ％減）、被扶養者数は 万人（同 万

千人、 ％減）であり、扶養率は

（同 ポイント減）である。

被保険者数を男女別にみると、男子は 万

千人、女子は 万 千人であり、前年度末に比

べると男子は ％減、女子は ％減となってい

る。被保険者のうち女子の占める割合は ％で

ある。

第 図 加入者 人当たり医療費の対前年度伸び率の推移

平成 令和元 年

協会けんぽ 組合健保

（％）

第 表 制度別加入者 人当たり医療費の推移（ 月～翌年 月）と対前年度伸び率

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

円 円 円 円 円 円 円

平成24

令和元

－ － 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成25
△ 0.2
△ 0.8

△ 11.8 △ 0.1 △ 0.3 △ 0.1 △ 2.0
△ 31.3
△ 10.0 △ 1.4 △ 0.4

令和元 △ 4.3
△ 2.8 △ 18.3 △ 4.8 △ 3.1 △ 5.5 △ 1.7 △ 3.5

△ 1.2
△ 3.2 － －

10年平均 △ 7.9 － －

　注.令和４年度の組合健保、船員保険、国保は、速報値である。

被扶養者数を男女別にみると、男子は 万 千

人、女子は 万 千人であり、前年度末と比較す

ると男子は ％減、女子は ％減となっている。

被扶養者のうち女子の占める割合は ％である。

令和４年度末の適用事業所数は 万 千事業

所であり、前年度末と比較すると ％増加してい

る。 事業所当たりの被保険者数は ％減少して

人となっている。

令和４年度末の被保険者 人当たり標準賞与額

の平均（標準賞与額の総額の年度累計を賞与の支給

を受けた被保険者数の年度累計で除した額）は

万 千円で、前年度と比較すると ％の増加とな

っている。

平成 年度以降における適用種別の被保険者数

の推移をみたものが、第 図である。強制適用被保

険者数は、平成 年度以降は増加傾向にあったが、

令和４年 月の共済組合法の改正の影響により、

令和４年度末は前年度末と比べて 万人（ ％）

の減少となっている。令和４年度末の任意適用被保

険者数は 万 千人（対前年度比 ％増）、任意

継続被保険者数は 万 千人（同 ％減）とな

っている。

標準報酬月額別の分布を協会けんぽ（令和４年９

月 日現在）と組合健保（令和４年 月１日現在）

で比較したものが、第 図である。協会けんぽは組

合健保に比べて相対的に低い標準報酬月額に多く

分布している。このため、標準報酬月額の平均は、

協会けんぽでは 万円であり、組合健保（特例退

職被保険者を除く）の 万 千円に比べて 万

千円程度低くなっている。

協会けんぽの被保険者及び被扶養者の年齢階級

別分布をみたものが、第 図である。被保険者は、

～ 歳が ％と最も多く、ついで ～ 歳が

％、 ～ 歳が ％となっている。 歳以

上は、 ～ 歳が ％、 ～ 歳が ％、 歳

以上が ％となっている。また、 ～ 歳は ％

である。被扶養者は、 ～ 歳が ％と最も多

く、ついで ～ 歳が ％、５～９歳が ％

となって、 歳未満で ％の割合を占めている。

平均年齢は、被保険者が 歳、被扶養者が

歳である。

第 表 協会けんぽの適用状況の推移（年度末）

対前年
度末比
(％)

被保険者数（千人） △ 1.1

　男子 △ 0.8

　女子 △ 1.4

被扶養者数（千人） △ 3.6

　男子 △ 2.3

　女子 △ 4.4

扶養率 △ 2.6

事業所数（千事業所）

１事業所あたり被保険者数（人） △ 3.9

標準報酬月額の平均（円）

　男子

　女子

標準賞与額の平均（円）

　男子

　女子

注. 標準賞与額の平均は標準賞与額の総額の年度累計を賞与の支給を受けた被保険者数の年度累計で除した額である。

令和４年度平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度



第 図 協会けんぽの被保険者数の推移（年度末）
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給付状況

令和４年度の保険給付費の状況をみたものが、第

表である。総額は 兆 億円となり、前年度

と比較すると ％増加している。

保険給付費の内訳を見ると、被保険者分は全体の

％、被扶養者分は ％であり、高齢受給者等

の保険給付費は全体の ％となっている。保険給

付費のうち、医療給付費は 兆 億円で ％

を占めており、前年度と比較すると 億円

（ ％）増加している。また、医療給付費のうち

％は入院・入院外・歯科で占めており、 兆

億円（対前年度比 ％増）となっている。

保険給付費のうち、その他の現金給付費は

億円となっており、前年度と比較すると ％の増

加となっている。その他の現金給付費を被保険者・

被扶養者別にみると、被保険者分は 億円（同

％増）、被扶養者分は 億円（同 ％減）

となっている。その他の現金給付費のうち ％

は傷病手当金で 億円（同 ％増）であり、

％は出産育児一時金で 億円（同 ％減）

となっている。

 
 
 

医療費の状況

令和４年度の医療費の状況をみたものが、第 表

である。総額は 兆 億円となり、前年度と比

べ ％増加している。

医療費の内訳を見ると、入院は 兆 億円（全

体の ％）、入院外は 兆 億円（同 ％）、

歯科は 億円（同 ％）、薬剤支給は 兆

億円（同 ％）となっている。

令和４年度の実効給付率（医療費に占める医療給

付費の割合）は ％であり、前年度と同じ水準に

なっている。

加入者一人当たり医療費の推移をみたものが、第

表である。令和４年度の加入者一人当たり医療

費をみると、 円（対前年度比 ％増）で

あり、入院は 円（同 ％減）、入院外は

円（同 ％増）、薬剤支給は 円（同

％増）となっている。 

第 図 協会けんぽの加入者の年齢階級別構成割合（令和４年９月 日現在）
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第 表 協会けんぽの保険給付費の状況（令和４年度）

(単位：億円)

割合

医療給付費

　入院 ・ ・

　入院外 ・ ・

　歯科 ・ ・

　薬剤支給 ・ ・
　入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給を除く）

・ ・

　訪問看護療養費 ・ ・

　療養費 … … ・ ・

　高額療養費 … … ・

　その他 … … ・

その他現金給付費 … … ・ ・

　傷病手当金 ・ … … ・ ・

　埋葬料 … … ・ ・

　出産育児一時金 … … ・ ・

　出産手当金 ・ … … ・ ・

合計

注1. 被保険者及び被扶養者の「その他」は、入院時食事療養費・生活療養費（標準負担差額支給）と移送費の合計である。

　2. 高齢受給者の計数不明（…）の現金給付費は、被保険者、被扶養者の現金給付費に含まれている。

合計介護合算世帯合算
高齢受給者

(現役並み所得)

高齢受給者
(一般)

被保険者 被扶養者

第 表 協会けんぽの医療費の状況（令和４年度）

(単位：億円)

割合

入院

入院外

歯科

薬剤支給

入院時食事療養費・生活療養費

訪問看護療養費

療養費 … …

移送費 … …

合計

注. 高齢受給者の計数不明（…）の療養費及び移送費は、被保険者、被扶養者の療養費及び移送費に含まれている。

合計
高齢受給者

(現役並み所得)

高齢受給者
(一般)

被扶養者被保険者

第 表 協会けんぽの加入者一人当たり医療費の推移

(単位：円)

対前年
度比
(％)

入院 △0.6

入院外

歯科

薬剤支給

入院時食事療養費・生活療養費 △4.5

訪問看護療養費

療養費 △2.9

移送費

合計

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度



３．協会けんぽ（一般被保険者）の都道府県

支部別の状況

 
適用状況

令和４年度の適用状況を都道府県支部別にみた

ものが、第 表である。

令和４年度末現在の加入者数が最も多いのは東

京で 万 千人であり、最も少ない鳥取の 万

千人の約 倍となっている。

扶養率が最も高いのは沖縄で であり、つい

で奈良が 、鹿児島が となっている。一

方、最も低いのは東京で であり、ついで岩手

が 、富山が となっている。

平均総報酬額が最も高いのは神奈川で 万円

であり、最も低い沖縄の 万円の約 倍とな

っている。

令和４年９月 日現在の加入者の平均年齢が最

も高いのは秋田で 歳であり、ついで北海道が

歳、青森が 歳となっている。一方、最も

低いのは沖縄で 歳であり、ついで大阪が

歳、愛知が 歳となっている。

 
医療費の状況

令和４年度の加入者 人当たり医療費を都道府

県支部別にみたものが、第 図である。

人当たり医療費が最も高いのは佐賀で、全国平

均の 円よりも 円高く、その内訳は

入院が＋ 円、入院外が＋ 円、歯科が

△ 円、その他が＋ 円となっている。一方、

最も低いのは沖縄で、全国平均より 円低く、

その内訳は入院が＋ 円、入院外が△ 円、

歯科が△ 円、その他が△ 円となっている。

都道府県支部別の 人当たり医療費は、各支部の

加入者の年齢構成の違いの影響を受ける。この影響

による医療費の格差を除去した指数（以下、「地域

差指数」という。）を都道府県支部別にみたものが、

第 図である。

第 図の 人当たり医療費が最も高い佐賀は、地

域差指数でも最も高くなっている。一方、 人当た

り医療費が最も低い沖縄は、平均年齢が低いことも

あり、年齢構成の影響を除去した地域差指数では、

低いほうから数えて８番目の都道府県支部となっ

ており、新潟が、地域差指数では最も低い都道府県

支部となっている。

地域差指数の高い 支部について、内訳をみる

と、大阪を除きこれらの支部では、医科（入院、入

院外）が高いことが、地域差指数が高い大きな要因

となっている。

地域差指数の低い 支部について、内訳をみる

と、沖縄を除きこれらの支部では、入院、入院外、

歯科、その他のすべてが全国平均を下回っている。

特に、新潟は、入院、入院外がともに低いことが、

地域差指数が低い大きな要因となっている。

地域差指数が最も高い佐賀と、最も低い新潟につ

いて、地域差指数の全国値との差の内訳を年齢階級

別にみたものが、第 図である。

佐賀では、入院はすべての年齢階級でプラスに寄

与しており、特に ～ 歳、 歳以上の年齢階級

で寄与が大きくなっている。また、入院外でもすべ

ての年齢階級でプラスに寄与しており、特に０～４

歳、 ～ 歳で寄与が大きくなっている。新潟では、

～ 歳を除いて入院が、 ～ 歳を除いて入院

外がともにマイナスに寄与しており、特に 歳以

上の各年齢階級で寄与が大きくなっている。

上記 支部について、各年齢階級の 人当たり医

療費の全国平均との乖離率をみたものが、第 図で

ある。

佐賀では、すべての年齢階級がプラスの乖離率と

なっており、特に ～ 歳で乖離の幅が大きくな

っている。新潟では、すべての年齢階級がマイナス

の乖離率となっており、 ～ 歳で乖離の幅が最

も大きくなっている。

第 図と第 図を比較すると、佐賀、新潟ともに、

地域差指数に対して寄与が大きい年齢層と、年齢階

級別の 人当たり医療費の全国平均との乖離率が

大きい年齢層には差異がみられる。

（注）地域差指数の計算は、以下の算式による。

Ａ支部の地域差指数

＝ Σ（Ａ支部の年齢階級別加入者 人当たり医療費

×全国の年齢階級別加入者数ウェイト）

÷ 全国の加入者 人当たり医療費

 

 



 

第 表 都道府県別適用状況（令和４年度）

被保険者 被扶養者 加入者 被保険者 被扶養者

千人 千人 千人 千円 歳 歳 歳

全 国

北 海 道

青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬
埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟
富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野
岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀
京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿 児 島
沖 縄

注１．加入者数、扶養率は令和４年度末現在、平均年齢は令和４年９月30日現在。

　２．平均総報酬額は、総報酬額の年度累計を年間の平均被保険者数で除したものである。

加 入 者 数
扶養率

平均総
報酬額

平 均 年 齢
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第 図 地域差指数の年齢階級別内訳 （令和４年度）
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第 図 地域差指数の年齢階級別内訳 （令和４年度）
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第 図 年齢階級別 人当たり医療費の全国平均との乖離率
及び診療種別寄与度分解 （令和４年度）
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